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要旨：本研究では，高圧縮変動軸力を受ける耐力壁において，耐力や剛性，破壊性状などの詳細な力学挙動を

把握するために，30%スケールの試験体 3 体を作製し載荷実験を行った。せん断耐力や耐力低下，損傷性状で

は変動軸力の影響がみられた。モーションキャプチャのデータ分析の結果から見て，壁谷澤らの軸せん断モ

デルに関して，壁板を 1 つの要素とする仮定は妥当であったが，せん断ひび割れ後に主応力方向が変化しな

いという仮定は高圧縮軸力下では実験結果と一致せず，さらなる検討が必要であることが明らかになった。 

キーワード：耐力壁，高圧縮軸力，変動軸力，引張軸力，せん断耐力，せん断剛性 

 

1. はじめに 
 鉄筋コンクリート造（RC 造）建物において，1 階の空

間確保のためにしばしばピロティ構造が用いられる。こ

の構造において，ピロティ層の剛性や耐力を確保するた

め，全スパンに及ばない耐力壁を設ける場合があり，こ

の耐力壁には地震時に非常に大きな変動軸力が作用する。

既往の研究 1)では，最下階に中央開口を挟んで 2 枚の耐

力壁を有する架構の下層階を模擬した試験体の載荷実験

を行い，圧縮側の耐力壁には最大 0.27Acf’c（Ac：試験体

全断面積，f’c：コンクリート圧縮強度）の圧縮軸力が，

引張側の耐力壁には最大 0.15Acf’cの引張軸力がそれぞれ

作用していたことを示した。一方，実験データベース 2)

によれば，RC 造耐力壁試験体の実験事例は軸力比 0.20

を超える高圧縮軸力下では 1 体，引張軸力下では 0 体と

極めて少なく，その力学挙動には不明な点が多いうえに，

既往の耐力や剛性の評価式の予測精度に関する検証も不

十分であるのが現状である。そこで，高圧縮軸力および

引張軸力を伴う変動軸力下における耐力壁の耐力や剛性

などの力学挙動の把握を目的として，RC 造耐力壁試験

体に対する載荷実験を行い，せん断耐力およびせん断剛

性の評価式の精度の検証および破壊モードの分析を行っ

た。 
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図－1 試験体図（単位：mm） 

表－1 試験体概要 

部材 
寸法
(mm) 配筋 種別 

鉄筋比
(%) 

側柱 
240 
× 

240 

主筋 8-D13 SD390 1.76 
せん断 
補強筋 

2-D6@40 SD345 0.66 

壁板 
600 
× 
80 

縦筋 
横筋 

D6@70 ダブル SD295 1.13 

 
表－2 試験体一覧 

試験体名 C30 C30T75 C40T75 

載荷方法 一定軸力 変動軸力 
目標最大 
軸力 

0.30AcFc 

(1738kN, 0.26Acf’c) 

0.30AcFc 

(1738kN, 0.26Acf’c) 
0.40AcFc 

(2317kN, 0.32Acf’c) 
水平荷重 

0 時 
0.08AcFc 

(463kN, 0.07Acf’c) 
0.13AcFc 

(753kN, 0.10Acf’c) 
目標最小 
軸力 

-0.75Σagfy 
(-816kN) 

-0.75Σagfy 

(-816kN) 
ここで，Ac：試験体全断面積，Fc：コンクリート設計基準強度

（=35.5N/mm2），f’c：コンクリート圧縮強度，∑agfy：柱主筋と壁縦

筋の降伏耐力の総和である。 
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2. 実験概要 
2.1 試験体概要 
試験体は 3 体製作した。寸法・配筋は全試験体で共通

であり，実大 30%相当の縮小試験体である。断面寸法と

配筋の詳細を表－1 に，試験体図を図－1 にそれぞれ示

す。実験変数は変動軸力の有無および軸力変動幅とし，

試験体一覧を表－2 に示す。試験体名は「C（目標圧縮軸

力比）T（目標引張軸力比）」とした。なお，試験体名に

用いる軸力比は，圧縮側では耐力壁の全断面積とコンク

リート設計基準強度 Fc（=35.5N/mm2）の積に対する比で，

実圧縮強度に基づく軸力比も表－2 に併せて示す。引張

側の軸力比は柱主筋と壁縦筋の降伏耐力の総和に対する

比である。全試験体で反曲点高さは壁脚から 930mm で

ある。本試験体に用いたコンクリートおよび鉄筋の材料

試験結果を表－3 および表－4 にそれぞれ示す。コンク

リートは，呼び強度 27 N/mm2，最大骨材粒径 13mm，早

強ポルトランドセメント使用のレディーミクストコンク

リートである。コンクリートの打設は 2 回に分けて行い，

下スタブ上面で打ち継いだ。 

2.2 載荷概要 
載荷装置を図－2 に示す。鉛直ジャッキにより所定の

圧縮軸力（ジャッキ，治具，上スタブ等の自重を考慮）

を作用させた状態で，水平ジャッキにより試験体に水平

力を加力した。水平加力中は，反曲点高さが壁脚から

930mm となるように 2 本の鉛直ジャッキの制御により

付加モーメントを作用させた。軸力載荷経路を図－3 に

示す。変動軸力試験体の水平荷重が 0 となる時の軸力は，

目標圧縮軸力と目標引張軸力の概ね中間値とした。なお，

正側では目標圧縮軸力でのせん断終局耐力 Qsu（式(1)）3)

の 0.5 倍，負側では目標引張軸力での曲げ終局時せん断

力 Qmu（式(2)の Mu をせん断スパン 930mm で除した値）

3)の 0.5 倍でそれぞれ目標軸力に達するように，軸力を水

平荷重に対して線形的に変動させた。 

   
0.23

0
0.068 ( 18) 0.85 0.1

/ 0.12
te c

su wy wh e
p FQ p t j

M QD
σ σ

 + = + + 
+  

  (1) 

   0.5 0.5u t y w w wy w wM a l a l Nlσ σ= + +   (2) 

ここで，式中の各記号は文献 3)を参照されたい。 

水平加力は図中右（南）向きを正方向とし，部材角制

御による静的正負交番漸増振幅載荷とした。制御に用い

た部材角 R は，上スタブ下端と下スタブ上端の材軸上で

計測した相対水平変位を試験区間内法高さ 1080mm で除

した値とし，R=±1/1600rad を 1 回，±1/800rad，±1/400rad，

±1/200rad，±1/133rad，±1/100rad を各 2 回，±1/67rad を 1

回載荷した後，+1/50rad の押切載荷を行った。 

2.3 計測概要 
 試験体に作用させた荷重は各ジャッキに接続したロー

ドセルにより計測した。水平荷重および軸力は，上スタ

ブの回転角，水平および鉛直変位から各ジャッキの傾斜

を求め，各ジャッキ荷重の水平および鉛直成分の合計値

とした。柱主筋，柱せん断補強筋および壁筋には，ひず

みゲージを貼付してひずみを計測した。また，部材角お

よび試験区間の変形の計測は，試験体各部に設置した変

位計および Optitrack 社のモーションキャプチャシステ

ム（マーカー：φ12.7mm，カメラ：PrimeX41，カメラと

試験体間の距離：概ね 2m）を用いた。 

 

3. 実験結果 
3.1 破壊性状 
図－4 に各試験体 R=0.75%時のひび割れ図を示す。図

中，青線は正側ピーク時に，赤線は負側ピーク時に確認

 
図－2 載荷装置図（単位：mm） 

 
図－3 軸力載荷経路 

 
表－3 コンクリートの力学特性 

試験体名 f’c 
(N/mm2) 

Ec 
(kN/mm2) 

ft 
(N/mm2) 

C30 41.6 28.2 3.10 
C30T75 41.1 28.9 2.93 
C40T75 44.0 26.0 3.48 

ここで，f’c：圧縮強度，Ec：f’c/3 割線弾性剛性，ft：割裂引張

強度である。 
 

 
表－4 鉄筋の力学特性 

使用箇所 呼び名・規格 fy 
(N/mm2) 

fu 
(N/mm2) 

Es 
(kN/mm2) 

柱主筋 D13 (SD390) 411.0 590.9 189.8 
柱せん断補強筋 D6 (SD345) 401.4* 547.2 193.0 

壁筋 D6 (SD295) 446.6 539.7 199.9 
ここで，fy：降伏強度，fu：引張強度，Es：ヤング係数，* 0.2%オフセット

降伏点である。 
 

 

軸力 C40T75

C30T75C30

(0.5Qsu, 0.4AcFc)

(0.5Qsu, 0.3AcFc)

(-0.5Qmu, 0.75∑agfy)

(0, 0.3AcFc)

(0, 0.13AcFc)
(0, 0.08AcFc)

0
水平荷重

式 (1)により
算出したせん断耐力

式 (2)により算出した
曲げ終局時せん断力
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されたひび割れを，薄灰色・濃灰色部はコンクリートの

剥離・剥落箇所をそれぞれ示す。 

C30 では，載荷全体にわたりせん断ひび割れが支配的

に伸展し，R=0.75% 1 回目サイクルで，壁板の両側柱際

および柱脚でコンクリートの剥離・剥落が初めて見られ

た。最終的に両側柱脚および壁板中央下部から両側柱際

にかけて激しく損傷した。C30T75 および C40T75 では，

正側ではせん断ひび割れが，負側では曲げひび割れが支

配的に伸展し，加えて負側では曲げひび割れの間をつな

ぐような細かなせん断ひび割れが多く発生した。C30T75

では R=1.0% 1 回目サイクルで，C40T75 では R=0.75% 1

回目サイクルで，南側柱脚および壁板の南側柱際でコン

クリートの剥離・剥落が初めて見られた。最終的に，南

側柱脚および壁板中央下部から南側柱際にかけて激しく

損傷した。また，壁板の下部では壁縦筋の座屈の影響で

C30 より広範囲でコンクリートの剥離・剥落が生じた。 

3.2 水平荷重－部材角関係 
 図－5 に各試験体の水平荷重－部材角関係を示す。な

お，鉄筋に貼り付けたひずみゲージから得たひずみの値

が，材料試験結果の降伏応力 fyをヤング係数 Es で除して

算出した降伏時ひずみ εy を上回った点を降伏点とした。

図中（）内に最大耐力時部材角および最大耐力を示す。 

全試験体で，最大耐力を計測した以降のサイクルでは

ピーク時耐力が大幅に低下したが，変動軸力を作用させ

た試験体の方がその耐力低下が緩やかであった。なお，

C30T75 および C40T75 では，負側で明瞭な耐力低下がみ

られなかったため，図中に最大耐力点（◆点）を記して

いない。全試験体で R=1.5%サイクルでは，正側ピーク時

耐力がそれぞれの最大耐力から大幅に低下するとともに

壁板が激しく損傷した。最大耐力の半分程度まで耐力低

下した際に載荷を終了しており，C30 では R=1.5%サイク

ルで，C30T75 および C40T75 では R=2.0%までのプッシ

ュオーバーを行って載荷を終了した。 

3.3 最大耐力 
各試験体の正側および負側での目標軸力と最大耐力

および Qmuと Qsuの小さい方（下線）に対する比を表－5
に示す。なお Qsu の算出に際し，引張軸力作用時では σ0

を 0 として扱っている。 

全試験体で，圧縮軸力下ではせん断破壊，引張軸力下

では曲げ降伏となった。これは表－5 に示す目標軸力下

での耐力計算値 Qmuと Qsuの大小関係と一致する。 

最大耐力に関して，一定軸力試験体である C30 は，変

 

   
(a) C30 (b) C30T75 (c) C40T75 

図－4 R=0.75%時ひび割れ図 
 

◆：最大耐力，■（□）：側柱主筋引張（圧縮）降伏，▲（△）：壁縦筋引張（圧縮）降伏， 

×：壁横筋引張降伏，＊：柱せん断補強筋引張降伏，Qmu：曲げ耐力計算値，Qsu：せん断耐力計算値 

   
図－5 水平荷重－部材角関係 

 

南（正方向）北（負方向）

北面 北面西面 南面 西面 西面 南面
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北面 北面西面 南面 西面 西面 南面

北側柱 壁板 南側柱

北面 北面西面 南面 西面 西面 南面
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表－5 最大耐力 

試験体 
軸力

(kN) 
Qmax 
(kN) 

計算値(kN) （実験値） 
/（計算値） Qmu Qsu 

C30 
正 1738 943 1276 639 1.47 
負 1738 -921 -1276 -639 1.44 

C30 
T75 

正 1738 974 1276 636 1.53 
負 -816 -226* -123 -529 1.84 

C40 
T75 

正 2317 1035 1538 693 1.58 
負 -816 -222* -123 -550 1.81 

Qmu：曲げ耐力時せん断力，Qsu：せん断耐力，Qmax：最大耐力 

*負側では明瞭な耐力低下がみられていない 
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動軸力を受ける C30T75 に対して 3.2%小さくなった。ま

た，目標圧縮軸力の大きい C40T75 の最大耐力は C30T75

に比べ 6.3%大きくなった。正側の実験値の計算値に対す

る比に関して，変動軸力を受ける C30T75 に対して一定

軸力試験体である C30 は 3.9%小さく，変動幅の大きい

C40T75 では C30T75 に対して 3.3%大きくなった。明瞭

な耐力低下がみられなかった C30T75 および C40T75 の

負側については，載荷中に計測された最大荷重の計算値

に対する比が，ともに 1.8程度と 1を大きく超えていた。

この原因としては，式(2)の計算精度や軸方向筋のひずみ

硬化の影響が考えられる。 

3.4 せん断剛性 
図－6 に C30T75 の水平荷重－せん断変形角関係およ

びその包絡線，文献 4)に記載のせん断ひび割れ点を折れ

点とするバイリニアモデルを，表－6 に初期せん断剛性

の計算値，実験値とその比を示す。せん断変形角は，試

験体両側面に設置した鉛直変位計（片側 6 台，計測区間

180mm）を用いて曲げ変形を算出し，それを全体変形か

ら差し引いて求めた。バイリニアモデルでは，せん断ひ

び割れ点までは初期せん断剛性とし，ひび割れ後の剛性

は式(3)4)の降伏点剛性低下率 βuを用いて算出した。 
   0.46 0.14u w y cp Fβ σ= +   (3) 

式中，記号の意味は参考文献を参照されたい。初期せ

ん断剛性計算値は，文献 4)に記載の式(21.2.9)および

(21.2.13)により算出した。また，初期せん断剛性実験値は

R=0.0625%サイクルでの載荷開始からピークまでの計測

点を，線形回帰分析して得られた近似直線の傾きとして

求めた。負側では正側除荷点の次の計測点を載荷開始点

とし，引張軸力を伴う変動軸力が作用する C30T75 およ

び C40T75 ではサイクルの途中で大幅に剛性低下した点

があったため，その直前までを対象範囲としている。 

圧縮軸力作用時の初期せん断剛性に関して，全試験体

で計算値の 6~7 割程度であった。引張軸力作用時では，

実験での初期せん断剛性が計算値の 4 割程度であった。

この原因としては，計算時には考慮していない初期ひび

割れの影響が考えられ，引張軸力下では初期ひび割れの

幅が圧縮軸力下と比べ大きくなるため，計算値に対する

比が圧縮軸力下に比べ低くなったと考えられる。圧縮軸

力下での二次剛性に関して，図－6(a)のせん断ひび割れ

点（●点）以降に着目すると，実験での剛性がバイリニ

アモデルでの計算値を上回った。この傾向は他の試験体

の圧縮軸力下でも同様であった。一方引張軸力下では，

引張軸力が増大する変動軸力下で角度は浅いものの，せ

ん断ひび割れが発生したことで図－6(b)において赤線で

示す包絡線の傾きが著しく低下した。この剛性低下部付

近で，曲げひび割れからのせん断ひび割れの伸展や，曲

げせん断ひび割れの発生が確認された。これは，図中に

赤破線で示す曲げひび割れ荷重とせん断ひび割れ荷重

（●点）の値が近いことや，せん断ひび割れ角度が浅い

ことが原因と考えられる。その後目標軸力に到達する（●

点）までの二次剛性は，どちらの試験体でも，バイリニ

アモデルでの計算値を大きく下回ったが，目標引張軸力

 
図－7 マーカー設置位置 

 

 
図－8 水平荷重－壁板横方向ひずみ関係 

 

 
図－9 水平荷重－壁全体最小主ひずみ関係 
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表－6 初期せん断剛性 実験結果：     

試験体 Ks 
(MN/rad) 

eKs 
(MN/rad) eKs/Ks 

計算結果：    

  

C30 
正 

967 
658 0.681 

負 607 0.628 
C30 
T75 

正 
962 

591 0.615 
負 434 0.451 

C40 
T75 

正 
988 

617 0.624 
負 410 0.415 

Ks：計算値， eKs：実験値 

 図－6 水平荷重－せん断変形角関係 
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到達後は剛性が増加し，計算値と近くなる傾向にあった。 

このように，全ての試験体でバイリニアモデルでは，

せん断挙動を追跡することが困難であることが分かった。 

 

4. モーションキャプチャデータの分析 
 図－7 にモーションキャプチャのマーカー設置位置を

示す。モーションキャプチャの計測結果により算出した

水平荷重－壁板横方向ひずみ関係を図－8 に，水平荷重

－壁全体最小主ひずみ関係を図－9 に，壁全体最小主ひ

ずみ角度－部材角関係を図－10 にそれぞれ示す。圧縮軸

力が作用する正側に関しては，全試験体で共通した傾向

が見られたため，図－8～図－10 は代表として C30T75

の結果のみ示す。ひずみに関して，本研究では引張を正

としている。壁板の横方向ひずみは，図－7 に●で示す

2 つのマーカー間の相対伸び量を，変形前の距離で除す

ことにより求めた。また，壁全体の最小主ひずみ εminは，

図－7 に●で示す 4 点のマーカーにて，式(4)~(7)を用い

て算出した。図－11 中の dx1，dx2，dy1，dy2，d5，d6 は，

実験から得られた計測マーカー間の相対伸び量，L1およ

び L2は変形前の計測マーカー間の距離である。これに式

(9)を加えて壁全体の最小主ひずみ角度 θを算出した。な

お，θ は鉛直上向き方向を基準とし，反時計回りを正と

する角度である。 

   1 2

12
x x

x
d d

L
ε +

=  (4) 

   1 2

22
y y

y

d d
L

ε
+

=  (5) 

   ( )
2 2
1 2

5 6
1 22xy

L L
d d

L L
γ

+
= −  (6) 

   
2 2

min 2 2 2
x y x y xyε ε ε ε γ

ε
+ −   

= − +   
   

 (7) 

   
2 2

max 2 2 2
x y x y xyε ε ε ε γ

ε
+ −   

= + +   
   

 (8) 

   
( ) ( )

1

2 2

2
tan xy

x y x y xy

γ
θ

ε ε ε ε γ

−

 
 =  
 − + − + 

 (9) 

壁板の広がりと最小主ひずみに関して，最大耐力点

（●点）以降，耐力低下に伴い壁板の横方向ひずみの増

え方は最大耐力点以前とあまり変化せず最終サイクルで

は減少しているが，最小主ひずみは増加している。これ

らから，壁板の圧縮ストラットが破壊し耐力低下を引き

起こしたと考えられ，破壊モードとしてはせん断圧縮破

壊であったと推定される。また，壁板の広がりが増加し

なかった要因として，本試験体は壁板に対して側柱のサ

イズが大きく，側柱の拘束によりせん断ひび割れが開い

て壁板が水平方向に広がることが抑制されたと考えられ

る。側柱の壁板に対する大きさが破壊性状に及ぼす影響

については，今後さらなる検討を行う必要がある。 

 壁全体の最小主ひずみ角度に関して，圧縮軸力を受け

る正側では，最大耐力点（◆点）付近まで角度が上昇し

その後おおよそ一定となっている。せん断ひび割れ荷重

の計算値を超えた点（▲点）の主ひずみ角度は，緑実線

で示すせん断ひび割れ角度計算値に近い値となっている。

また，図－4 に示した実験時のひび割れ角度もこの計算

値と近い値となっている。引張軸力下となる負側では，

耐力低下がみられず，主ひずみ角度は載荷中での最大荷

重点（●点）にかけて徐々に上昇し，緑実線で示すせん

断ひび割れ角度計算値に近づいた。これらの傾向は他の

試験体でも同様であった。壁谷澤らの軸せん断モデル 1) 

（以下，単に「軸せん断モデル」）では，ひび割れ後の主

応力方向をひび割れ時から変化しないと仮定し，計算を

行っている。仮に主応力方向と主ひずみ方向が一致する

と考えた場合，負側では最大荷重点とひび割れ時の角度

計算値が近く，この仮定通りの結果となったが，正側で

は最大耐力点とひび割れ時角度計算値に差異があり，こ

の仮定に反する結果となった。これは正側が高圧縮軸力

下であり，本研究での軸力変動方法ではせん断ひび割れ

角度が鉛直に近くなったことで，最大耐力点との間に差

異が生じたと考えられる。また，非線形領域では主応力

方向と主ひずみ角度が必ずしも一致しないことも原因と

して考えられる。よって，高圧縮軸力下での軸せん断モ

デルの評価に関して，今後さらなる検討による実験デー

タの蓄積が必要であると考えられる。 

 C30T75 のせん断ひび割れ時，R=0.75%において，図－ 
7 に示す各マーカーについてメッシュを設定し，メッシ

ュの四隅のマーカー変位から，式(4)～(8)を用いてその領

   
  

  

 
図－10 壁全体最小主ひずみ角度－部材角関係 

 

  
図－11 εminの算出 
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域の最大主ひずみ，最小主ひずみ，最小主ひずみ角度を

計算した結果を，図－12 に図示する。図中，主ひずみが

圧縮の場合は赤矢印で，引張の場合は青矢印で示してい

る。一部精度不良のマーカーを含む区間のデータは図示

していない。また，図－7 に●で示す 4 点のマーカーよ

り算出した，壁全体の主ひずみとして図中央に最大主ひ

ずみを薄青色で，最小主ひずみを薄赤色で 5 倍に拡大し

て示している。部材角が大きくなるごとに主ひずみは大

きくなっており，壁板部分では左上から右下にかけて最

小主ひずみの大きい斜めの圧縮域がみられる。加えて曲

げモーメントの大きくなる試験体下部では，引張側とな

る左側柱では最大主ひずみが，圧縮側となる右側柱では

最小主ひずみが増大している。それ以外の領域では，壁

板の方が側柱より大きい主ひずみとなっており，壁板の

変形が進んでいって破壊に至ったという破壊性状と一致

している。これらの傾向は他の試験体でも同様であった。

また，壁板全体の主ひずみ角度は局所的な主ひずみ角度

とおおむね一致しており，壁板全体を 1 つの要素として

計算を行う軸せん断モデルの仮定は本研究での結果から

見て妥当である。

5. まとめ

本研究では RC 造ピロティ構造最下階の耐力壁を想定

し，地震時に作用する変動軸力下での力学挙動の把握を

目的として，耐力壁試験体に対する載荷実験およびその

結果の分析を行った。以下に得られた知見を示す。

‐ 軸力変動のある C30T75 に対して一定軸力の C30 は

3.2％小さいせん断耐力となり，目標圧縮軸力を大き

くした C40T75 は C30T75 に比べ 6.3%大きいせん断

耐力となった。また，C30T75 および C40T75 は C30

に比べ，最大耐力後の耐力低下が緩やかであった。

‐ せん断剛性の検討において，設計で用いられている

バイリニアモデルでは，変動軸力下の複雑なせん断

挙動を追跡できないことが分かった。

‐ 最大耐力後，耐力低下に伴い壁板の広がりは減少し

たが，壁板の最小主ひずみは増加した。これは，本試

験体では壁板に対して側柱のサイズが大きく，側柱

の拘束によって壁板の広がりが抑制され，壁板の圧

縮変形が進み破壊に至ったためと推察される。

‐ 壁板全体の変形性状から算出した主ひずみ角度は，

局所的に算出したものと概ね一致した。この点では

軸せん断モデルの仮定は正しいと考えられる。

‐ 本研究の試験体では，高圧縮軸力下となる正側では，

せん断ひび割れ発生後最大耐力点にかけて主ひずみ

角度が変化した。この点は軸せん断モデルの仮定に

反する結果となった。高圧縮軸力下での軸せん断モ

デルの評価に関して，今後さらなる検討による実験

データの蓄積が必要であると考えられる。
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